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流山市の給与・定員管理について 

 

１ 総括  

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区  分 住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考） 

 （平成２７年１月１日） Ａ  Ｂ Ｂ／Ａ 平成２５年度の人件費率 

２６年度  人 千円 千円 千円 ％ ％ 

 172,659  48,112,021  892,248  8,369,494  17.4  17.0  

 

（２） 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区  分 職員数 給         与         費 一人当たり 

   Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 給与費 B/A 

２６年度 人 千円 千円      千円 千円 千円 

   925 3,727,372  962,905  1,446,949  6,137,226  6,635  

(注) １ 職員手当には退職手当を含みません。  

  ２ 職員数は、平成 26 年 4月 1 日現在の人数です。     

  
３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、 

職員数には当該職員を含んでいません。 

 

（３） ラスパイレス指数の状況（各年 4月 1日現在） 

 

 

（注） １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額

を 100 として計算した指数です。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。 

３ 平成 24 年及び平成 25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が

ないとした場合の値です。 
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※ 平成 27 年 4 月 1 日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇し

ている場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み。 

 

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について             

 【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均 2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見

直し等に取り組むとされています。 

 

  

 
 

①給料表の見直し   
 

 

[ 実施 ] 
                   

 実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由）） 

 改定実施時期 平成 28 年 4 月 1 日  

 実施内容 

給料表の見直しについては、給料月額を平均 2.1％引き下げます。 

激変緩和のため、3年間（平成 31 年 3 月 31 日まで）の経過措置（現給保障）を実施しま

す。 

 

                            

 ②地域手当の見直し                       

 実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）           

 国基準 6％に対し、流山市においては 7％を支給します。  

（参考） 

 
平成 26 年度の 

支給割合 

平成 27 年度の支給割合 見直し後の支給割合 

（H28.4.1） ４月１日時点 遡及改定後 

国基準による 

支給割合 
３％ ４％ ５％ ６％ 

流山市の支給割合 ７％ ７％ ７％ ７％ 

 

③その他の見直し内容 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当については、国と同様に見直しを実施します(平成 28 年 4月 1日実施)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、過去の人口急増期に職員を大量に採用し、職員の年齢構成が国と異なること、国では平成27年 4月から

給与制度の総合的見直しを実施したのに対し、本市では 1年遅れで実施したこと等が主な要因と考えております。 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

①一般行政職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

        （国ベース） 

流山市 42.8  歳 331,567  円 464,764  円 388,059  円 

我孫子市 44.6  歳 348,507  円 463,469  円 － 円 

野田市 44.0  歳 345,564  円 446,395  円 － 円 

柏市 41.7  歳 321,432  円 424,449  円 － 円 

松戸市 40.8  歳 309,808  円 421,528  円 － 円 

鎌ケ谷市 41.7  歳 318,090  円 418,892  円 － 円 

千葉県 42.3  歳 326,573  円 416,393  円 － 円 

国 43.5  歳 334,283  円 － 円 408,996  円 

類似団体 41.8 歳 323,064 円 423,877 円 373,485 円 

②技能労務職 

区  分 

公務員 民間 参考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 
対応する

民間の 
平均年齢 平均給与月額 

Ａ／Ｂ 

      (A) （国ベース） 類似職種   （Ｂ） 

流山市 49.3  歳 99 人 307,965  円 363,145  円 388,059  円 －  － － － 

  

うち学校

給食員 
51.0  歳 42  人 291,919  円 327,354  円 320,254  円 調理師 43.9 歳 286,500 円 1.12 

うち清掃

職員 
46.2  歳 22  人 334,468  円 432,936  円 380,029  円 

廃棄物

処理業 

従業員 

44.9 歳 289,500  円 1.31 

うち用務

員 
59.3  歳 4  人 341,550  円 375,494  円 370,709  円 用務員 54.6  歳 200,300  円 1.85 

我孫子市 50.3  歳 43 人 366,000  円 436,239  円 － 円 － － － － 

野田市 52.5  歳 60 人 359,163  円 426,482  円 － 円 － － － － 

柏市 53.1  歳 168 人 333,988  円 399,802  円 － 円 － － － － 

松戸市 52.5  歳 257 人 337,606  円 403,425  円 － 円 － － － － 

鎌ケ谷市 54.9  歳 13 人 373,359  円 421,353  円 － 円 － － － － 

千葉県 52.8  歳 - 人 321,373  円 377,586  円 － 円 － － － － 

国 50.2  歳 2,994 人 289,141  円 - 円 328,318 円 － － － － 

類似団体 48.3  歳 124 人 328,514 円 388,444 円 364,101 円 － － － － 
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区  分 

参考 

年収ベース(試算値）の比較 

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

流山市 － － － 

  うち学校給食員 5,217,267 円 3,876,600 円 1.35 

  うち清掃職員 6,809,842 円 3,952,300 円 1.72 

  うち用務員 6,216,510 円 2,774,400 円 2.24 

 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成 24 年～26 年の

３ヵ年平均）。 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致して

いるものではありません。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務員に

おいては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値

です。 

③消防職              

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

流山市 39.6  歳 312,303 円 412,419 円 

我孫子市 39.8  歳 320,536 円 428,404 円 

野田市 40.9  歳 324,413 円 426,342 円 

柏市 41.5  歳 325,087 円 436,940 円 

鎌ケ谷市 40.1  歳 322,507 円 421,374 円 

類似団体 38.8 歳 306,750 円 402,533 円 

 

(注)１ 「平均給料月額」とは、平成 27 年 4 月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの   

     すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。         

     また、「平均給与月額（国ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた 

もの）で再計算したものです。 
   

 

（2) 職員の初任給の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区分 初任給 

一般行政職 

流山市 
大学卒 182,800 円 

高校卒 148,200 円 

千葉県 
大学卒 182,800 円 

高校卒 148,200 円 

国 

大学卒 総合職    181,200 円 

大学卒    一般職    174,200 円   

高校卒    一般職    142,100 円 

技能労務職 
流山市 高校卒 148,200 円 

千葉県 高校卒 145,800 円 
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年 

一般行政職 流山市 
大学卒 249,909 円 355,650 円 400,560 円 418,600 円 

高校卒 - 円 - 円 361,400 円 - 円 

技能労務職 流山市 
大学卒 - 円 - 円 - 円 - 円 

高校卒 211,980 円 256,775 円 320,980 円 365,525 円 

消防職 流山市 
大学卒 - 円 - 円 - 円 425,733 円 

高校卒 227,029 円 - 円 369,420 円 386,775 円 

 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

一般行政職の級別職員数の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区  分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 事務員/技術員 32  人 6.8  ％ 

2 級 主事/技師 124  人 26.3  ％ 

3 級 副主査/主任主事/主任技師 36  人 7.6  ％ 

4 級 主査 64  人 13.6  ％ 

5 級 係長/主査 87  人 18.4  ％ 

6 級 課長補佐 68  人 14.4  ％ 

7 級 次長/課長 45  人 9.5  ％ 

8 級 部長/事務局長 16  人 3.4  ％ 

合計   472  人 100  ％ 

(注) 1 流山市の給与条例に基づく給料表の級区分による、給与実態調査において一般行政職に該当する職員数です。 

    2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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(2)昇給への勤務成績の反映状況                

 全職員に対して人事評価を実施。前年度の評価結果を翌年度の昇給に反映させ、号給の加算又は抑制を行います。 

  
 

 

４ 職員の手当の状況 

（1) 期末手当・勤勉手当 

流    山    市 千    葉    県 国 

１人当たり平均支給額（平成 26年度）  

145 万 3 千円 
― ― 

（平成 26 年度支給割合） 

  期末手当         勤勉手当 

    2.6 月分      1.5 月分 

 （ 1.45）月分     （ 0.7）月分 

（平成 26 年度支給割合） 

  期末手当         勤勉手当 

    2.6 月分      1.5 月分 

 （ 1.45）月分     （ 0.7）月分 

（平成 26 年度支給割合） 

  期末手当         勤勉手当 

    2.6 月分       1.5 月分 

 （ 1.45）月分      （ 0.7）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算

措置 

役職加算 5%～20% 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算

措置 

役職加算 5%～20% 

管理監督加算 15、25% 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算

措置 

役職加算 5%～20% 

管理職加算 10%～25% 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

（注）  1 人当たりの平均支給額は、特別職 3名を除きます。 

 

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

 全職員を対象に、人事評価の結果を勤勉手当の成績率に反映させています。 

 

（2) 退職手当（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

流  山  市 国 

（支給率）  自己都合 勧奨・定年 （支給率）  自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年  20.445 月分 25.55625  月分 勤続 20 年  20.445 月分 25.55625  月分 

勤続 25 年  29.145 月分 34.5825  月分 勤続 25 年  29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年  41.325 月分 49.59  月分 勤続 35 年  41.325 月分 49.59  月分 

最高限度額  49.59 月分 49.59  月分 最高限度額  49.59 月分 49.59  月分 

○その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 

○１人当たり平均支給額 

            914 万 5 千円（自己都合） 

            2,317 万円（勧奨・定年） 

○その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算） 

   

   

   

（注）  退職手当の１人当たり平均支給額は、平成 26年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 

 



- 7 - 

 

(3) 地域手当（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 2 億 9,697 万 3 千円   

支給職員１人当たり平均支給年額（平成 26年度決算） 279,373  円   

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全地域 7  ％ 1,063  人 4  ％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

104.0 

(101.1) 

 

 

 

（注）地域手当補正後のラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準

を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。 

（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）

により算出。） 

 

(4) 特殊勤務手当 

支給実績（平成 26 年度決算） 1,543 万 6 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成 26年度決算） 57,596 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 26.3  ％ 

手当の種類（手当数）（平成 27年 4月 1日現在） 19 手当 
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手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 
支給実績 

（26 年度決算） 

左記職員に対する 

支給単価 

徴収手当 
市税の滞納整理又は国民健康保険料、し尿の汲取り手数料若しくは市営住宅の

家賃等の徴収に従事した者 
95,600 円 日額 400 円 

税務調査手当 市税の課税調査に従事した者 247,600 円 日額 400 円 

用地交渉手当 用地交渉の業務に従事した者 93,600 円 日額 450 円 

電気等主任技術者手当 電気主任技術者又はボイラータービン主任技術者である者 120,000 円 月額 5,000 円 

病害虫防除等手当 病害虫の防除作業に従事した者 24,255 円 日額 330 円 

火災出動手当 

消防職員で火災・救助のた

め出動した者 

（高所作業手当の支給対象

となる者を除く。）           

午後 8 時から翌日午前 6

時までの間の出動 

機関員である者 59,150 円 １回 650 円 

機関員でない者 95,000 円 １回 500 円 

上記以外の時間の出動 
機関員である者 158,080 円 １回 520 円 

機関員でない者 258,400 円 １回 400 円 

救急出動手当 
消防職員で救急のため出動

した者 

午後 8 時から翌日午前 6

時までの間の出動 

機関員である者 663,360 円 １回 320 円 

機関員でない者 1,041,500 円 １回 250 円 

上記以外の時間の出動 
機関員である者 1,360,320 円 １回 260 円 

機関員でない者 2,106,600 円 １回 200 円 

救急救命士手当 消防職員で救急救命処置に従事する者 1,360,000 円 月額 5,000 円 

高所作業手当 

消防職員で地上 10 メートル

以上の高所において消火若

しくは救助の作業又は高度

な訓練に従事した者      

消火又は救助の 

作業に従事した者 

午後 8 時から翌日午前

6時までの間の出動 
- １回 680 円 

上記以外の時間の出動 - １回 550 円 

高度な訓練に従事した者 72,325 円 日額 550 円 

危険手当 
人体に危険を及ぼす業務に従事した者 112,750 円 日額 500 円 

放射性物質又はこれにより汚染された物を取り扱う業務のうち、特に危険な業務 1,285,000 円 日額 5,000 円 

災害等危険作業手当 
震災、風水害の警戒、応急・復旧措置並びに救難、事故処理等の危険な業務に

従事した者 （防疫手当及び清掃業務手当の支給対象となる者を除く。） 
525 円 日額 350 円 

行旅病人取扱手当 行旅病人の取扱いをした者 - １件 1,500 円 

行旅死亡人取扱手当 行旅死亡人の取扱いをした者 - １件 3,000 円 

社会福祉手当 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 15 条に定める者 2,066,400 円 月額 4,200 円 

防疫手当 防疫業務に従事した者 825 円 日額 330 円 

清掃業務手当 

清掃作業の自動車の運転に従事した運転士 31,360 円 日額 280 円 

塵芥処理に従事した機械管理員又は作業員 3,249,400 円 日額 550 円 

し尿処理に従事した機械管理員 326,425 円 日額 550 円 

特殊車両等運転手当 

トラクター、ショベルカー、ロードローラー又はブルドーザー等の特殊車両（以下

「特殊車両」という。）の運転に従事した者 
318,530 円 日額 530 円 

本務として乗車定員 30 人以上又は最大積載量 6,500 キログラム以上の自動車

（以下「大型自動車」という。）の運転に従事した者 
- 日額 330 円 

本務として自動車（特殊車両及び大型自動車を除く。）の運転に従事した者 93,750 円 日額 250 円 

廃棄物処理施設技術管理者手当 廃棄物処理施設技術管理者である者 120,000 円 月額 5,000 円 

臨時運転手当 
自動車の運転を本務としない者で専任の運転士に代わって土木作業用又は清掃

作業用自動車を運転した者 
75,020 円 日額 220 円 
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 (5) 時間外勤務手当 

支給実績（平成 26 年度決算） 2 億 3,754 万 9 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 26年度決算） 29 万 7  千円 

支給実績（平成 25 年度決算） 2 億 1,047 万 4 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 25年度決算） 26 万 5  千円 

 

（注）職員 1 人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26 年度決算）」と同じ年度の 4 月 1 日現在の

総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く）であり、短時間勤

務職員を含みます。 

 

 

(6) その他の手当（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

 

手当名 

 

内容及び支給単価 

国の制

度との

異同 

国の制度と異なる内容 
支給実績 

（平成 26 年度決算） 

支給職員 1人当たり 

平均支給年額 

（平成 26 年度決算） 

扶養手当 

○配偶者 13,000 円 

○配偶者以外の扶養親族 

1 人につき         6,500 円 

＊職員に配偶者なし 

そのうち 1 人につき  11,000 円 

（16 歳～22 歳の子 1 人につき、 

5,000 円加算） 

同じ 

 

113,683,363 円 236,348 円 

住居手当 

○借家の場合（家賃 11,500 円を

超える場合に限る） 

家賃の額に応じて 27,000 円を限

度に支給 

○自宅の場合（世帯主に限る） 

               7,000 円 

異なる 

○借家の場合（家賃 12,000

円を超える場合に限る） 

 

家賃の額に応じて 27,000 円

を限度に支給 

81,729,163 円 145,167 円 

通勤手当 

○電車・バスを利用する場合 

6 か月を超えない期間で低廉な 

定期券・回数券等の価格を一括

支給 

 

○乗用車等を使用する場合 

使用距離に応じて 5,100 円～ 

32,830 円を支給 

異なる 

○電車・バスを利用する場合 

月額 55,000 円を限度として、

6 か月を超えない期間で低廉

な定期券の価格を一括支給 

 

○乗用車等を使用する場合 

使用距離に応じて 2,000 円～

31,600 円を支給 

96,825,445 円 109,038 円 

管理職 
手当 

○5級～8級の管理職に支給され

る 

 

8 級（部長相当職）    76,500 円 

7級（課長相当職）    58,600円 

6 級（課長補佐相当職）46,200 円 

5 級で管理職であるもの 

（指導主事、管理主事）38,900 円 

 

異なる 

○管理又は監督の地位にあ

る職員の官職のうち、規則で

指定する官職を占める職員に

対し支給 

 

○俸級の特別調整額におけ

る職務の級や区分に応じて

46,300円～139,300 円を支給 

125,444,821 円 624,104 円 

休日勤務 

手当 

○祝日に勤務した職員に通常の

時間単価に 135/100 を乗じた額

を支給 

 

○年末年始に勤務した職員に通

常の時間単価に 150/100 を乗じ

た額を支給 

異なる 

○祝日及び年末年始に勤務

した職員に通常の時間単価

に 135/100 を乗じた額を支給 

56,326,306 円 266,949 円 

夜間勤務 
手当 

正規の勤務時間として深夜（午後

10 時～翌日午前 5 時）勤務した

職員に通常の時間単価に25/100

を乗じた額を支給 

 

同じ 

 

7,639,086 円 56,170 円 
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管理職員
特別勤務
手当 

○管理職が、臨時又は緊急の必

要等により週休日又は休日等に

勤務した場合に支給される 

 

8 級（部長相当職）    10,000 円 

7 級（課長相当職）     8,000 円 

6 級（課長補佐相当職） 6,000 円 

5 級で管理職であるもの 

（指導主事、管理主事） 4,000 円 

 

異なる 

○管理職が、臨時又は緊急

の必要等により週休日等又は

平日深夜（午前 0 時～午前 5

時）に勤務した場合に支給さ

れる 

 

○俸級の特別調整額の区分

等に応じて、週休日等の勤務

については 6,000 円～18,000

円（6 時間を超える勤務は、5

割増）、平日深夜については

3,000 円～6,000 円を支給す

る 

 

3,355,000 円 26,840 円 

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区   分 給料月額等 

給 

 

 

料 

    （参考）類似団体における最高／最低額 

市長 923,700 円 1,118,000 円 ／ 275,400 円 

副市長 797,600 円 930,000 円 ／ 616,000 円 

報 

 

 

酬 

議長 546,250 円 724,000 円 ／ 445,000 円 

副議長 486,650 円 660,000 円 ／ 385,000 円 

議員 456,900 円 606,000 円 ／ 360,000 円 

期 

末 

手 

当 

市長     （平成 26 年度支給割合）               

副市長   4.05  月分           

議長   （平成 26 年度支給割合）               

副議長   3.90  月分           

議員                   

退 

職 

手 

当 

    （算定方法） （１期の手当額） （支給時期） 

市長 給料月額×在職月数×0.35 １,５５２万円 任期毎 

副市長 給料月額×在職月数×0.25  ９５７万円 任期毎 

 

（注）退職手当の「１期の手当額」は、給料月額及び支給率に基づき、１期（4 年＝48 月）勤めた場合における 

 退職手当の見込額です。 
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６ 職員数の状況 

（１） 部門別職員数の状況と主な増減理由（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区分 職 員 数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

  部 門 平成 26 年 平成 27 年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議   会 9  9  0    

総   務 154  159  5  国勢調査等統計業務増等に伴う増員 

税   務 50  50  0   

労   働 0  0  0    

農   水 8  8  0   

商   工 9  9  0   

土   木 106  108  2 総合体育館業務増に伴う増員 

計 336  343  7  
＜参考＞人口 1万人当たり職員数  19.9 人 

（類似団体の人口 1万人当たりの職員数  44.8 人） 

福
祉
部
門 

民   生 198  211  13  児童発達支援センターの組織強化・保育業務増等 

衛   生 80  81  1  母子保健業務増に伴う増員 

計 278  292  14 ＜参考＞人口 1万人当たり職員数  16.9 人 

一般行政計 614  635 21    

教 育 部 門 129  129  0    

消 防 部 門 183  185  2  消防業務増に伴う増員 

小 計 926  949  23  
＜参考＞人口 1万人当たり職員数  55.0 人 

（類似団体の人口 1万人当たりの職員数  61.7 人） 

会
計
部
門
公
営
企
業

等 

水      道 20  19  -1  上下水道局発足による一部事業統合 

下   水   道 19  17  -2  上下水道局発足による一部事業統合 

そ   の   他 55  55  0   

小    計 94  91  -3    

合    計 
1,020  1,040  20  ＜参考＞人口 1万人当たり職員数  ６0.2 人 

〔1,336〕 〔1,336〕    

 

※〔 〕内は、条例定数の合計です。 

※人口 1万人当たりの職員数は、平成 27年 1 月 1日現在の住民基本台帳人口に基づくものです。 
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（２）年齢別職員構成の状況（平成２７年４月１日現在） 

 
                             

区 

分 

20 歳 20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 60 歳   

  

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

 
 計 

未満 23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳 以上   

職員

数 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

7  53  91  102  101  85 85 97 118  142 149 10 1,040 

 

 

（３）職員数の推移                                      

          

         年度 

 部門別 
22 年 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年 

過去 5年間 

増減数（率） 

一般行政 624 人 628 人 621 人 616 人 614 人 635 人 11 人（▲1.8％） 

教育 138 人 139 人 132 人 124 人 129 人 129 人 ▲9 人（▲6.5％） 

消防 174 人 175 人 178 人 179 人 183 人 185 人 11 人（ 6.3％） 

普通会計計 936 人 942 人 931 人 919 人 926 人 949 人 13 人（1.4％） 

公営企業等会計計 108 人 102 人 101 人 98 人 94 人 91 人 ▲17 人（▲15.7％） 

総合計 1,044 人 1,044 人 1,032 人 1,017 人 1,020 人 1,040 人 ▲4 人（▲0.4％） 

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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７ 公営企業職員の状況 

（１）水道事業 

①職員給与費の状況 

ア 決算 

区  分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める  （参考）       

     質収支   職員給与費比率 25 年度の総費用に占 

  Ａ           Ｂ        Ｂ／Ａ める職員給与費比率 

26 年度     千円 千円  千円  ％ ％ 

  3,569,701  333,250  173,812  4.9  5.6  

（注）収益的収支による損益勘定職員の状況です。 

 

区  分 職員数 給         与         費 １人当たり 

        Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ     給与費   B/A 

26 年度 人 千円 千円      千円 千円 千円 

  24  91,184  19,086  34,691  144,961  6,040  

（注） １ 職員手当には退職給与金を含みません。  

       ２ 職員数は、平成 27 年 3月 31 日現在の人数です。  

 

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 27年 4月 1日現在） 

区  分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

流山市 45.8  歳 334,994  円 503,337  円 

団体平均 
水道事業 44.9 歳 348,021 円 517,229 円 

下水道事業 43.9 歳 346,189 円 515,436 円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

③職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

水道事業 一般行政職（流山市） 

1 人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算）  1 人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 

144 万 5 千円（平均年齢 45.8 歳）      145 万 3 千円（平均年齢 43.5 歳） 

（平成 26 年度支給割合） （平成 26 年度支給割合） 

     期末手当  勤勉手当          期末手当   勤勉手当   

   2.6  月分  1.5  月分     2.6  月分 1.5 月分   

 （1.45） 月分  （0.7）  月分     （1.45）   月分 （0.7）  月分   

（加算措置の状況） （加算措置の状況）   

     職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

    役職加算 5％～20％（平成 26 年度）    役職加算 5％～20％（平成 26 年度） 

（注） １ 平均年齢は、平成 27年 4 月 1日現在の年齢です。 

  ２ (   )内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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イ 退職手当（平成 27 年 4月 1 日現在） 

水道事業 一般行政職（流山市） 

（支給率）   自己都合 勧奨・定年 （支給率）   自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年  20.445 月分 25.55625  月分 勤続 20 年  20.445 月分 25.55625  月分 

勤続 25 年  29.145 月分 34.5825  月分 勤続 25 年  29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年  41.325 月分 49.59  月分 勤続 35 年  41.325 月分 49.59  月分 

最高限度額  49.59 月分 49.59  月分 最高限度額  49.59 月分 49.59  月分 

○その他の加算措置 ○その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 

○１人当たり平均支給額 ○１人当たり平均支給額 

         －      円           914 万 5 千円（自己都合） 

          2,317 万円（勧奨・定年） 

（注）退職手当の 1人当たり平均支給額は、平成 26年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

ウ 地域手当（平成 27 年 4月 1 日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 6,788 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成 26年度決算） 282,847 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の支給率 

全地域 7 ％ 24 人 7 ％ 

 

エ 特殊勤務手当（平成 27年 4月 1 日現在） 

区   分 全 職 種     

支給実績（平成 26 年度決算） 70,000 円     

支給職員１人当たり平均支給年額 14,000 円     

職員全体に占める手当支給職員の割合 20.8 ％     

手当の種類（手当数） 4 手当     

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 
支給実績 

（26 年度決算） 

左記職員に対する 

支給単価 

電気主任技術者手当 自家用電気工作物主任技術者であるもの - 月額 5,000 円 

水道技術管理者手当 水道技術管理者であるもの 60,000 円 月額 5,000 円 

危険手当 人体に影響を及ぼす勤務に従事した者。 - 日額 300 円 

緊急業務手当 勤務時間外の緊急事故処理に出動した者 10,000 円 １回 2,000 円 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成 26 年度決算） 1,670  千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 26年度決算） 88  千円 

支給実績（平成 25 年度決算） 990  千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 25年度決算） 71  千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

２ 職員 1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の4月 1日現在

の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く）であり、短

時間勤務職員を含みます。 
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カ その他の手当（平成 27年 4月 1 日現在） 

手当

名 
内容及び支給単価 

一般行政職

の制度との

異同 

一般行政職の

制度と異なる

内容 

支給実績 

（平成 26 年度 

決算） 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（平成 26 年度決算） 

扶養

手当 

○配偶者 13,000 円 

同じ 

  

2,722,750 円 226,896 円 

○配偶者以外の扶養親族    

  1 人につき    6,500 円 

＊職員に配偶者なし 

  そのうち 1 人につき     11,000 円 

（16 歳～22 歳の子 1 人につき、5,000 円加算） 

住居

手当 

○借家の場合（家賃 11,500 円を超える場合に

限る） 

同じ   1,799,750 円 138,442 円   家賃の額に応じて 27,000 円を限度に支給 

○自宅の場合（世帯主に限る）   

        7,000 円 

通勤

手当 

○電車・バスを利用する場合       

同じ   2,136,020 円 89,001 円 

  6 か月を超えない期間で低廉な   

  定期券・回数券等の価格を一括支給  

            

○乗用車等を使用する場合    

  使用距離に応じて 5,100 円～   

  32,830 円を支給           

管理

職手

当 

○6 級～8 級の管理職に支給される     

同じ 

  

3,069,600 円 613,920 円 
8 級（部長相当）    76,500 円 

7 級（課長相当）    58,600 円 

6 級（課長補佐相当職）  46,200 円 

休日

勤務

手当 

○祝日に勤務した職員に通常の時間 

  単価に 135/100 を乗じた額を支給 
同じ 

  

- 円 - 円 
○年末年始に勤務した職員に通常の 

  時間単価に 150/100 を乗じた額を支給 

夜間

勤務

手当 

正規の勤務時間として深夜（午後 10 時～翌日

午前 5時）に勤務した職員に通常の時間単価に

25/100 を乗じた額を支給 

同じ 

 

- 円 - 円 

管理

職員

特別

勤務

手当 

○管理職が臨時又は緊急の必要等により 

週休日又は休日等に勤務した場合に 

支給される 
同じ 

  

- 円 - 円 
8 級（部長相当職） 10,000 円 

7 級（課長相当職） 8,000 円 

6 級（課長補佐相当職） 6,000 円 

 


